
































日 時 : 平成 19年 10月下旬頃 9:00""' 17:10 
場 所 : 読売新聞西部本社1階(福岡市中央区赤坂 1-16-5)
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練が大切」と常々言っておられます。私は今から 25年前の昭和 57年 7月 23日の夕方に発生し
た長崎水害の調査をしました。この時、車の被害が 2万台にのぼり、洪水によって流されて死亡
した人のうち 40%はドライバーの被害で、した。この時、タクシーの被害はほとんどありませんで
した。調べてみたところ、市内を走行中のタクシーから路面冠水などの情報が無線で営業所に入
ります。これでは車が動けなくなると判断した運行管理者は「高台の平地に行け」と連絡して難
を免れました。一方、情報のない一般ドライバーは帰宅したい一心で行ける所まで行こうとして
被害に遭いました。長崎水害時の情報伝達や避難行動については、東京大学新聞研究所の慶井惰
先生のグループが調査をしていました。私の調査結果を知ったグループの 1人、池田謙一現東京
大学文学部教授は、私の調査結果を評価してくれ、災害時などの緊急時における人間行動に影響
する要因
① 直面する事態の異常さ・重大性を認めているかどうか
② 事態に適切な対応行動を知っているかどうか
③ 切迫感を感じるかどうか
の実証として取り上げてくれました。これらは人的被害を減らすための 3要素といっても過言
ではないと思います。平成3年 6月 3日の雲仙の火砕流ではマスコミを始め関係者に切迫感が
なくまた適切な対応行動を知らなかったために、避難に結びつかなかったといえます。
以上の理由で本日の中森先生の全般にわたる具体的な専門のお話や西南学院大学の危機管理の
事例に加えてロールプレイは、生きた大学の危機管理プログラムの作成に大変参考になると考え
ています。また、経団連等によって取り組まれている企業事業継続プログラムも参考なると考え
ます。
災害の特性は、例えば同じ大雨が降っても土地利用、生活様式、我々が使用するものによって、
著しく変わります。そのため、その地域にあった災害対策が行われています。大学の危機管理プ
ログラムも同じです。身近な西南学院大学の例を始め、最近では香川大学、新潟大学等で危機管
理プログラムが策定されています。これらを参考に所属する大学の特色、規模、管理体制等に対
応した危機管理プログラムの作成が望まれます。
災害の教訓の継承や活用と同じように危機管理プログラムについても具体的な運用の教訓の活
用や見直しが必要です。これには大学問の連携による継続的な取組みが必要です。この度の日本
学生支援機構九州支部のプロジェクトは、きっかけ、動機づくりに十分な役割を果したと評価し
ています。このプロジェクトを立上げた九州支部の関係者の努力に敬意を表したいと思います。
これからは九州地区の大学が連携して取り組むことが重要で、これは大学側の役目と考えていま
す。是非これをきっかけとした危機管理プログラムに関する協議会等の立上げを期待しています。
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